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完全子会社の吸収合併（簡易合併・略式合併）に関するお知らせ 

 

当社は、2025年11月７日開催の取締役会において、当社の完全子会社であるテクノレント株式会社

（以下、「テクノレント」といいます。）を吸収合併（以下、「本合併」といいます。）することを

決議いたしましたので、以下のとおりお知らせいたします。  

なお、本合併は完全子会社を対象とする簡易合併であるため、開示事項・内容を一部省略して開

示しております。 

 

１．本合併の目的 

テクノレントは、IT機器や計測機器を中心に各種機器のレンタル事業を展開しております。近

年、企業が設備投資を行う際のニーズは多様化しており、当社の主力商品であるファイナンスリ

ースに加え、レンタルなど付加価値の高いサービスを一体的に提供できる体制の構築が求められ

ています。このような環境変化に対応し、経営資源を集約して効率的かつ多角的な成長を加速さ

せるため、当社はテクノレントを吸収合併することといたしました。 

 

２．本合併の要旨  

（１）本合併の日程  

取締役会決議日      2025年11月７日  

契約締結日        2025年11月７日  

実施予定日（効力発生日） 2026年４月１日（予定） 

（注）本合併は、当社においては会社法第 796条第２項に定める簡易合併であり、テクノ

レントにおいては会社法第 784条第１項に定める略式合併であるため、いずれも合

併契約に関する株主総会の承認を得ることなく行うものです。 

 

（２）本合併方式 

当社を存続会社とする吸収合併方式で、テクノレントは解散いたします。 

 

（３）本合併に係る割当ての内容  

当社はテクノレントの発行済株式のすべてを所有しているため、本合併に際して株式その

他の金銭等の交付および割当ては行いません。 

 

（４）本合併に伴う新株予約権および新株予約権付社債に関する取扱い 

該当事項はありません。 

 

 



３．本合併の当事会社の概要  

 存続会社 消滅会社 

（１）名称  リコーリース株式会社 テクノレント株式会社 

（２）所在地  東京都港区東新橋1-5-2 

汐留シティセンター19階 

東京都港区東新橋1-5-2 

汐留シティセンター19階 

（３）代表者の役職・氏名  代表取締役社長執行役員 

中村 徳晴 

代表取締役社長執行役員 

黒川 憲司 

（４）事業内容  リース&ファイナンス事業  

サービス事業  

インベストメント事業 

各種計測器、IT機器のレンタル  

計測・機器点検等の受託技術サ 

ービス、各種機器の販売 等 

（５）資本金  78 億9,686万円 4 億99百万円 

（６）設立年月日  1976年12月21日 1983年11月30日 

（７）発行済株式数  31,243,223株 16,200株 

（８）決算期  ３月31日 ３月31日 

（９）大株主及び持株比率

（2025年３月31日現在）  

株式会社リコー    33.57％ 

みずほリース株式会社 19.92％  

日本マスタートラスト信託銀行  

株式会社（信託口）   6.65％  

株式会社日本カストディ銀行  

（信託口）       2.07％ 

STATE STREET BANK AND 

TRUSTCOMPANY 505001  1.17％ 

リコーリース株式会社 100.0％ 

（10）直前事業年度の財政状態および経営成績 

決算期  2025年３月期（連結） 2025年３月期（単体） 

純資産  234,070百万円  7,241百万円 

総資産  1,376,211百万円  29,257百万円 

１株当たり純資産  7,593.67円  446,987.08円 

売上高  312,156百万円  17,371百万円 

営業利益  21,729百万円  1,137百万円 

経常利益  22,030百万円  1,141百万円 

親会社株主に帰属する 

当期純利益  

15,658百万円  792百万円 

１株当たり当期純利益  507.99円  48,904.74円 

 
４．本合併後の状況 

本合併による当社の名称、所在地、代表者の役職・氏名、事業内容、資本金および決算期に

変更はありません。 
 
５．今後の見通し  

本合併が連結業績に与える影響は軽微です。 

 
以 上 


